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【議案第24号】
令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）（歳出予算）

商工観光労働部

１ 予算議案

○各課補正予算額一覧 （単位：千円）
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国庫支出金 その他特定 一般財源

商工観光労働部 47,474,499 129,647 129,647 0 0 47,604,146 48,815,361 52,207,503 

  一般会計 46,384,549 129,647 129,647 0 0 46,514,196 48,047,480 51,374,554 

　　 商工政策課 38,870,483 0 0 0 0 38,870,483 40,502,802 38,606,174 

　　 企業振興課 1,556,752 129,647 129,647 0 0 1,686,399 1,738,323 2,195,141 

　　 雇用労働政策課 1,599,322 0 0 0 0 1,599,322 1,608,625 4,296,661 

　　 企業立地課 1,172,013 0 0 0 0 1,172,013 1,131,136 1,029,083 

　　 観光推進課 1,230,618 0 0 0 0 1,230,618 1,453,911 3,358,600 

　　 スポーツランド推進課 769,688 0 0 0 0 769,688 709,896 856,759 

　　 国際・経済交流課 1,185,673 0 0 0 0 1,185,673 902,787 1,032,136 

　　          

  特別会計 1,089,950 0 0 0 0 1,089,950 767,881 832,949 

　　 商工政策課 497,171 0 0 0 0 497,171 611,245 692,420 

　　 観光推進課 592,779 0 0 0 0 592,779 156,636 140,529 

補正前の額 補正額
財源内訳

補正後の額
区分

令和８年度 令和７年度

当初予算額 最終予算額



１ 予算議案（企業振興課：令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第２号））
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令和８年度６月補正（追加）歳出予算説明資料（目別総括表）　　企業振興課

（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源

企業振興課　計 1,556,752 129,647 129,647 0 0 1,686,399 1,738,323 2,195,141 

  一般会計 1,556,752 129,647 129,647 0 0 1,686,399 1,738,323 2,195,141 

　（款）総務費 88,616 0 0 0 0 88,616 130,756 128,102 

　（項）企画費 88,616 0 0 0 0 88,616 130,756 128,102 

　　（目）計画調査費 88,616 0 0 0 0 88,616 130,756 128,102 

　（款）商工費 1,468,136 129,647 129,647 0 0 1,597,783 1,607,567 2,067,039 

　（項）商業費 0 0 0 0 0 0 9,969 9,969 

　　（目）商業振興費 0 0 0 0 0 0 9,969 9,969 

　（項）工鉱業費 1,468,136 129,647 129,647 0 0 1,597,783 1,597,598 2,057,070 

　　（目）工鉱業総務費 584,100 0 0 0 0 584,100 567,986 552,698 

　　（目）工鉱業振興費 530,809 129,647 129,647 0 0 660,456 557,075 1,145,966 

　　（目）工業試験場費 353,227 0 0 0 0 353,227 472,537 358,406 

補正前の額 補正額
財源内訳

補正後の額
区分

令和８年度 令和７年度

当初予算額 最終予算額



１ 予算議案（企業振興課：令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第２号））
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令和８年度６月補正（追加）歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　企業振興課

（単位：千円）

目 事項
補正額 事項名 補正前の額 補正額 説明及び事業名 補正後の額

工鉱業振興費 129,647 産業集積対策費 131,054 129,647 本県において重点的に集積を図る産業の振興に要する経費
【物価高騰対策に伴う補正】

260,701

１　特別高圧電気料金激変緩和事業　（国定額） 129,647 



電気料金高騰の影響を受ける県内企業等のうち、特別高圧で受電する中小企業等に対して、電気料金の一
部を支援することで負担軽減を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
特別高圧受電契約を締結する県内に事業所を有する中小企業等に対し、電気料金の一部を支援
（特別高圧を受電する商業施設等に入居する中小企業等を含む。）

○補助対象期間：令和８年７月使用分から９月使用分まで

○補 助 額：令和８年７月、９月使用分 １kＷh当たり0.9円 以内
（各月の使用量が1,000千kWhを超えた部分は１kWh当たり0.6円 以内）

令和８年８月使用分 １kWh当たり1.2円 以内
（月の使用量が1,000千kWhを超えた部分は１kWh当たり0.8円 以内）

⑵ 事業の仕組み
県 県内中小企業等

⑶ 成果指標
本事業が負担軽減につながったと回答する企業等の割合 100％

事業の概要

特別高圧電気料金激変緩和事業

令和８年度事業の期間

補助

企業振興課 １２９，６４７千円
【財源：国庫（重点交付金）】
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特別高圧電気料金激変緩和事業【別紙】

電力
区分 低圧

（600V以下）

高圧
（600V超）

特別高圧
（7,000V超）

主
な
利
用
者

支
援
内
容

一般家庭
一般企業

Ｒ８ ７・９月
(3.5円/kWh)
Ｒ８ ８月
(4.5円/kWh)

中小規模工場
オフィスビル

Ｒ８ ７・９月
(1.8円/kWh)
Ｒ８ ８月
(2.3円/kWh)

大規模工場等

Ｒ８ ７・９月(0.9円以内/kWh)
(1,000千kWh/月を超えた部分 0.6円 以内/kWh)

Ｒ８ ８月(1.2円以内/kWh)
(1,000千kWh/月を超えた部分 0.8円 以内/kWh)

国の支援 県の支援
7
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令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（一般会計）

２ 報告事項（令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書）

商工政策課、企業振興課、雇用労働政策課、企業立地課
観光推進課、スポーツランド推進課、国際・経済交流課
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（単位：円）

商 工 費 商 業 費 県内事業者の「稼ぐ力」強化支援事業 452,847,000

商 工 費 商 業 費 物価高対応プレミアム付商品券等発行事業 1,017,700,000

商 工 費 商 業 費 中小企業再生支援強化事業（物価高騰対策） 15,000,000

商 工 費 工 鉱 業 費 ものづくり企業物価高騰対策設備等改修支援事業 376,987,000

商 工 費 工 鉱 業 費 特別高圧電気料金激変緩和事業 139,142,000

労 働 費 労 政 費 最低賃金引上げ対応緊急支援事業 2,917,794,000

労 働 費 職 業 訓 練 費 県立産業技術専門校施設管理事業 26,000,000

商 工 費 工 鉱 業 費 半導体関連企業誘致加速化事業 9,100,000

商 工 費 観 光 費 宿泊業の生産性・サービス向上支援事業 127,834,000

商 工 費 観 光 費 みやざき宿泊旅行需要喚起事業 1,657,468,000

商 工 費 観 光 費 インバウンド誘客促進・消費拡大事業 167,800,000

商 工 費 観 光 費 木崎浜海岸サーフィン環境整備事業 41,290,000

商 工 費 観 光 費 スポーツランドみやざき誘客対策事業 101,650,000

商 工 費 観 光 費 屋外型トレーニングセンター環境整備事業 64,020,000

商 工 費 商 業 費 県産品販路開拓特別支援事業 48,000,000

商 工 費 商 業 費 都市圏への「宮崎の食」販路拡大特別支援事業 24,000,000

商 工 費 商 業 費 本格焼酎プロモーション特別支援事業 17,000,000

7,203,632,000

款 項 事　　　　　　　　業　　　　　　　　名 翌年度繰越額

商工観光労働部計　17事業



１ 改定の理由

商工政策課

みやざき産業振興戦略の改定について

みやざき産業振興戦略は、「付加価値の高い産業の振興」と「良質な雇用の確保」を目標として、
商工業に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定するものであり、宮崎県総合計画の
商工業に関する分野別計画として位置づけられている。
今年度、計画期間（令和５年度～令和８年度）が終了することから、社会情勢等の変化を踏まえた

見直しを行う。また、「フードビジネス振興構想」を本戦略に一本化し、フードビジネス振興の方向
性や施策を体系的に整理する。

２ 計画期間
令和９年度～令和12年度（４年間）

３ 改定方法
市町村や関係団体等と意見交換を行い、戦略の改定に反映させる。

４ 改定のスケジュール（予定）
令和８年

４月 県内の事業者等へのアンケート実施
６月 商工建設常任委員会（改定についての報告）

７～10月 市町村、関係団体等との意見交換
12月 商工建設常任委員会（骨子案報告）

３ その他報告事項（みやざき産業振興戦略の改定について）
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令和９年
３月 商工建設常任委員会（素案報告）
同月 パブリックコメントの実施
６月 ６月定例県議会（議案提出）



雇用労働政策課

第12次宮崎県職業能力開発計画の策定について

２ その他報告事項（第12次宮崎県職業能力開発計画の策定について）
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１ 策定の理由

県は、職業能力開発促進法第７条第１項の規定により、国の職業能力開発基本計画に基づき、
県職業能力開発計画を策定するよう努めるものとされている。
国が本年３月31日に策定した「第12次職業能力開発基本計画」を踏まえ、新たに「第12次宮崎

県職業能力開発計画」を策定する。

２ 計画期間

令和９年度～令和13年度（５年間）

３ 策定にあたっての基本的な考え方

国の基本計画に掲げられている職業能力開発の方向性や基本的施策を踏まえるとともに、宮崎
県総合計画等との整合性を図りながら策定する。

４ 策定のスケジュール（予定）

令和８年
３月 職業能力開発審議会への諮問
５月 職業能力開発審議会（骨子案審議）
６月 商工建設常任委員会

（計画策定・骨子案についての報告）
10月 職業能力開発審議会（素案審議）
12月 商工建設常任委員会（素案報告）

パブリックコメントの実施

令和９年
２月 職業能力開発審議会（最終案審議）

審議会から知事へ答申
３月 商工建設常任委員会（最終案報告）

県計画策定



５ 第12次宮崎県職業能力開発計画（骨子案）

２ その他報告事項（第12次宮崎県職業能力開発計画の策定について）

11

11

第１部 総説

１ 計画の趣旨
２ 計画の根拠・位置づけ
３ 計画の期間

第２部 職業能力開発をめぐる現状と課題

雇用を取り巻く環境の現状
人口減少・少子高齢化の加速
若年者の県外流出・早期離職
労働人材の多様化・職業人生の長期化

産業構造の現状
産業構造の変化・技術革新の進展
若者の技能離れ・熟練技能者の高齢化

第３部 職業能力開発の方向性と基本的施策

方向性 基本的施策

１
多様な人材の活躍促進に向けた職業能力開
発と個人のキャリア形成の推進

⑴若年者のキャリア形成及び職業能力開発
⑵女性の活躍推進に向けた職業能力開発
⑶中高年齢者の活躍促進に向けた職業能力開発
⑷障がい特性に配慮した障がい者の活躍促進に向けた職業能力開発
⑸非正規雇用労働者の職業能力開発
⑹外国人の職業能力開発
⑺現場人材のスキル向上と人材確保の取組
⑻労働者の自律的・主体的なキャリア形成の支援

２
デジタル化・ＤＸに対応できる人材の育成
と生産性向上の推進

⑴デジタル化・ＤＸを推進する人材の育成
⑵企業・業界等における人材育成や生産性向上の取組への支援

３ 技能の振興と継承

⑴若年技能者の育成推進及び高度技能者の確保
⑵技能検定制度の普及促進
⑶技能者の社会的地位の向上と技能尊重気運の醸成
⑷教育現場における地域産業界や関連機関と連携したキャリア教育の推進

４ 県立産業技術専門校の機能強化
⑴地域の産業構造、企業ニーズに対応した訓練内容の充実強化
⑵訓練生確保のための積極的な情報発信
⑶指導体制の強化

５
職業能力開発推進・情報発信のための関係
機関との連携強化

⑴国、機構及び民間教育訓練機関等との連携・役割分担による地域ニーズの把握、
地域訓練計画の策定、情報発信

課題
・人手不足に伴う生産性の向上が必要
・多様化する労働人材に対応する職業能力開発と
キャリア形成支援が必要

・デジタル化・ＤＸを推進する人材の育成が必要
・人手不足が懸念される現場人材の育成が必要
・若者に対するキャリア教育、技能の振興が必要

基本目標：みやざきの持続的成長を支える産業人材の育成



令和７年度の企業立地の状況について
企業立地課

企業立地件数：18件（前年度比±０件）

３ 令和７年度の企業立地の状況と主な特徴
(1) 立地件数は前年度と同数であり、フードビジネス関連産業や自動車・航空機関連産業等の重点産業分野の案件が

10件あった。一方で、令和４年度と比較して半数以下となっている状況であり、主な要因は、次のとおり。

① 令和５年度から立地件数の一定数を占めていた「コールセンター」を誘致対象業種から除外したこと

② 令和５年度から認定要件の雇用者数及び給与水準を引上げたこと

(2) 雇用者数については、大規模立地案件がなかったことや令和７年度から対象期間の短縮（６年→４年）を行った

ことなどにより、過年度を大きく下回る結果となった。

(3)  地域別では６市町で立地認定を行った。

１ 実績

２ 業種ごとの立地件数・雇用者数の推移（過去５年）

３ その他報告事項（令和７年度の企業立地の状況について）
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上段：立地件数
下段：雇用者数

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

各年度実績
30件 43件 23件 18件 18件

900人 1,220人 1,268人 1,146人 287人

業
種
別
内
訳

製造業
10件 16件 11件 11件 10件

258人 438人 748人 579人 156人

情報関連産業
13件 18件 7件 6件 2件

471人 574人 437人 556人 36人

流通関連業
7件 9件 5件 1件 6件

171人 208人 83人 11人 95人

試験研究機関
0件 0件 0件 0件 0件

0人 0人 0人 0人 0人



４ 令和７年度立地企業一覧
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（１）企業名欄の○印は県外新規 （４）親会社がある場合の本社欄には、親会社の所在地を記載
（２）業種欄の◎印は増設 （５）※1は非公表案件２件を含む
（３）雇用予定の（ ）内は最終雇用予定数 （６）※2は非公表案件３件を含む

３ その他報告事項（令和７年度の企業立地の状況について）

市町村 本社
ツカサホールディングス(株)、司南九州(株)

令和7年5月2日認定

(株)日向製錬所

令和7年5月30日認定

(株)エイ・アイ・エス

令和7年7月1日認定

(株)匠

令和7年8月27日認定

(株)川﨑電子

令和7年9月1日認定

(株)共立電照

令和7年9月30日認定
旭化成ライフサイエンス(株)、旭化成ライフサイエンスMT(株)

令和7年10月1日認定

南国興産(株)

令和7年10月23日認定

(株)ミツトヨ

令和7年10月31日認定

(株)シンコー

令和7年11月21日認定

(株)山洋製作所

令和8年1月26日認定

正建産業(株)

令和8年3月23日認定

(株)肥後産業

令和8年3月26日認定

(株)Have fun Factory

令和8年3月27日認定

(株)昭和貨物

令和8年3月30日認定

(株)デンサン

令和8年3月31日認定

計　18件（※1）

(12) 健康、美容関連商品の企画・製造・販売

情報関連産業 ◎ 宮崎市 宮崎市 11 (25)
情報処理・情報通信サービス、ソフトウェア開発・
販売・保守等

製造業 ◎ 宮崎市 宮崎市 3

一般貨物自動車運送業(10)4鹿児島県宮崎市◎流通関連業

(10) 一般貨物自動車運送業

○ 流通関連業 宮崎市 鹿児島県 1 (10) 一般貨物自動車運送業・倉庫業

流通関連業 ◎ 三股町 日向市 4

製造業 ◎ 宮崎市 宮崎市 4 (12)
輸送用機械に使用するワイヤーハーネス等の製
造及び組立

(12) ゴム練生地等の製造製造業 ◎ 都城市 都城市 4

(10) PK肥料の製造

製造業 ◎ 宮崎市 神奈川県 5 (10) 精密測定機器の製造

製造業 ◎ 都城市 都城市 3

(10) 電気機器、設備に関する製造及び販売

製造業 ◎ 延岡市 東京都、大分県
ウイルス除去フィルターの素材であるセルロース
製中空糸の製造

製造業 ◎ 宮崎市 宮崎市 3

製造業 ◎ 都城市 都城市 4 (16)
ハーネス製造、産業用ロボット（自動車・医療用）
製造

流通関連業 都城市 都城市 10

○ 情報関連産業 日向市 東京都 5 (11) システム開発及び自社製品の導入等

(30) 建築資材の卸売等

非公表

105（287）(※2）

企　業　名 業　種 雇用予定 事　業　内　容

流通関連業 ◎ 都城市 愛知県 15 (25) 一般貨物自動車運送業

製造業 ◎ 日向市 日向市 14 (25) ニッケルマットの製造



１ 改定の理由

観光推進課
宮崎県観光振興計画の改定について

宮崎県観光振興計画は、「神話のふるさと宮崎観光おもてなし推進条例」第10条第１項に基づき、
本県の観光振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めるものであり、宮崎県総合
計画を具現化するための観光に関する分野別計画として位置付けられている。
今年度、計画期間（令和５年度～令和８年度）が終了することから、社会情勢等の変化を踏まえた

見直しを行う。

２ 計画期間

令和９年度～令和12年度（４年間）

３ 改定方法

「神話のふるさと宮崎観光おもてなし推進条例」第10条第２項の規定に基づき、宮崎県観光審議
会（以下「観光審議会」）において意見を聴取するほか、各市町村及び関係団体とも意見交換を行
う。

４ 改定のスケジュール（予定）
令和８年

３月 観光審議会への諮問
６月 商工建設常任委員会（改定についての報告）

７～８月 市町村や関係団体等への意見聴取
８月 観光審議会
10月 観光審議会
12月 商工建設常任委員会（骨子案報告）

３ その他報告事項（宮崎県観光振興計画の改定について）

14

14

令和９年
２月 観光審議会
３月 商工建設常任委員会（素案報告）
同月 パブリックコメントの実施
５月 観光審議会
６月 ６月定例県議会（議案提出）



２ 計画期間
令和９年度～令和12年度（４年間）

３ 改定方法

４ 改定のスケジュール（予定）

１ 改定の理由

国際・経済交流課

みやざきグローバルプランの改定について

３ その他報告事項（みやざきグローバルプランの改定について）

15

15

みやざきグローバルプランは、グローバルな視点から取り組むべき施策を総合的かつ計画的に推進
するために策定するものであり、宮崎県総合計画の分野別計画として位置づけられている。
今年度、計画期間（令和５年度～令和８年度）が終了することから、社会情勢等の変化を踏まえた

見直しを行う。

外部有識者等からなる国際化推進懇話会を開催するほか、関係機関や民間団体等への意見聴取を
行う。

令和８年
６月 商工建設常任委員会（改定についての報告）

６～９月 関係機関や民間団体等への意見聴取
10月 第１回国際化推進懇話会
12月 商工建設常任委員会（骨子案報告）

令和９年
１月 第２回国際化推進懇話会
３月 商工建設常任委員会（素案報告）
同月 パブリックコメントの実施
６月 ６月定例県議会（議案提出）
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